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証券コード　9639

平成30年６月６日

株 主 各 位

千 葉 県 柏 市 新 十 余 二 ５ 番 地

三 協 フ ロ ン テ ア 株 式 会 社
代表取締役社長 長 妻 貴 嗣

第49回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第49回定時株主総会を下記により開催いたしますので､ 

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月20日（水曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
１．日 時 平成30年６月21日（木曜日）午前10時
２．場 所 千葉県柏市末広町14－１

ザ・クレストホテル柏　４階　クレストルーム　ウエスト
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第49期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第49期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 役員賞与支給の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.sankyofrontier.com）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、米国の好調な経済情勢の影響や、

引き続き高水準を維持している設備投資意欲などにより、堅調に推移いた

しました。一方で米国内や南北朝鮮などの政治情勢は依然として不透明で

あり、今後の経済情勢に与える影響が懸念されます。

ユニットハウス業界におきましては、首都圏を中心に再開発工事が継続

的に行われており、オリンピック関連工事も徐々に本格化していることか

ら、今後も需要の高い状態が続くことが見込まれます。

このような情勢のなか、当社グループは様々な設備を付加した新製品の

開発や、安全性や快適性を高めた新製品の本格投入などにより、お客様の

ニーズに応える製品開発を行うとともに、生産性向上を目的とした生産供

給拠点の拡充、生産設備の強化を進めてまいりました。

これらの結果、当連結会計年度のユニットハウス事業の売上高は38,772

百万円（前期比5.2％増）となりました。その他の事業につきましては、当

連結会計年度売上高は292百万円（前期比15.2％減）となりました。

上記の結果、当連結会計年度売上高は39,065百万円（前期比5.0％増）と

なりました。

利益面におきましては、製造及び物流部門を中心に原価低減及び経費削

減を推進し、営業利益5,330百万円（前期比2.2％増）、経常利益5,318百万

円（前期比2.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益3,361百万円（前

期比8.9％増）となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資は、レンタル資産を中心に総額8,846

百万円でありますが、その主なものは、ユニットハウス及びトランクルー

ム用建物等のレンタル資産の取得、販売拠点の拡充を目的とした展示販売

場の事務所用建物等の取得であります。なお、当連結会計年度において生

産能力へ重要な影響を及ぼす設備の売却、撤退等はありません。

③　資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区　　分
第　46　期

平成27年３月期
第　47　期

平成28年３月期
第　48　期

平成29年３月期
第49期(当連結会計年度)
平成30年３月期

売 上 高(百万円) 29,844 31,803 37,194 39,065

経 常 利 益(百万円) 3,793 4,205 5,208 5,318

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 2,273 2,567 3,087 3,361

１株当たり当期純利益(円) 204.54 230.97 277.78 302.46

総 資 産(百万円) 51,906 52,958 55,537 57,629

純 資 産(百万円) 23,101 24,862 27,121 29,633

１株当たり純資産額(円) 2,078.34 2,236.86 2,440.49 2,666.56

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。第46期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況



2018/05/24 16:24:18 / 17368431_三協フロンテア株式会社_招集通知

②　当社の財産及び損益の状況

区　　分
第　46　期

平成27年３月期
第　47　期

平成28年３月期
第　48　期

平成29年３月期
第49期(当事業年度)
平成30年３月期

売 上 高(百万円) 29,297 31,317 36,701 38,516

経 常 利 益(百万円) 3,686 4,059 5,089 5,170

当 期 純 利 益(百万円) 2,226 2,473 3,001 3,276

１株当たり当期純利益(円) 200.27 222.50 270.05 294.87

総 資 産(百万円) 51,390 52,341 54,920 56,920

純 資 産(百万円) 22,858 24,598 26,764 29,155

１株当たり純資産額(円) 2,056.44 2,213.12 2,408.34 2,623.53

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っておりま
す。第46期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社の親会社は㈲和幸興産で、同社は当社の株式5,616千株（議決権比率

50.56％）を保有しております。当社は親会社より福利厚生施設の建物の賃

借をしており、賃料及び取引条件は近隣相場等を参考にして設定しており

ます。当社取締役会は、同社との取引条件を把握し、当社の利益を害する

ものではないと判断しております。

なお、当社の代表取締役長妻貴嗣は同社の取締役を兼務しております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

フロンテア流通株式会社 50百万円 100％
ユニットハウス等の販売・レン
タル等

広州番禺三協豪施有限公司 236百万円 100％
ユニットハウスの原材料の製
造・販売

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況



2018/05/24 16:24:18 / 17368431_三協フロンテア株式会社_招集通知

(4) 対処すべき課題

今後の我が国経済は、先行きが見通しにくい世界情勢などの影響を受け、

為替や株式市場などは不安定な状態となることが懸念されるものの、企業収

益や雇用環境の改善、インフラ投資の増加などにより、景気は引き続き回復

基調が見込まれております。

当社グループは、生産及び物流センターなどの供給体制の一層の強化を図

り、ユニットハウスの需要拡大に伴って懸念される供給不足への対応と、製

品品質の向上に取り組むとともに、製造原価の改善、物流経費の抑制等、原

価低減を推進し、利益確保に努めてまいります。

また、幅広い客層の獲得を目指し、多様な製品の開発・改良に力を注ぐと

ともに、引き続き展示販売場及びトランクルーム店舗を計画的に出店して店

舗網を整備し、事業の拡大を図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

当社グループは、ユニットハウス及び立体駐車装置等の製造・販売・レン

タルの事業を主に行っております。

事業内容は次のとおりであります。

事　　　　　業 内　　　　　　　　　　　容

ユ ニ ッ ト ハ ウ ス 事 業

ユニットハウス等の製造・販売・レンタル
ユニットハウス等の出荷整備及び配送・建方・解体工事
トランクルーム（収納庫）を利用したレンタル

立体駐車装置の製造・販売・レンタル

建設機械（破砕機）の販売・レンタル

そ の 他
宿泊施設の経営
土質改良プラントによる建設残土の加工

－ 5 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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(6) 主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）

区 分 名 称 所 在 地

本 社 千 葉 県 柏 市

工 場 茨 城 工 場 茨 城 県 坂 東 市

つ く ば 工 場 茨 城 県 土 浦 市

新 潟 工 場 新 潟 県 北 蒲 原 郡

姫 路 工 場 兵 庫 県 宍 粟 市

久 留 米 工 場 福 岡 県 八 女 郡

支 店 東 京 支 店 東 京 都 千 代 田 区

千 葉 支 店 千 葉 県 千 葉 市

横 浜 支 店 神 奈 川 県 横 浜 市

さ い た ま 支 店 埼 玉 県 さ い た ま 市

札 幌 支 店 北 海 道 札 幌 市

仙 台 支 店 宮 城 県 名 取 市

名 古 屋 支 店 愛 知 県 名 古 屋 市

大 阪 支 店 大 阪 府 大 阪 市

福 岡 支 店 福 岡 県 福 岡 市

営 業 所 柏 営 業 所 千 葉 県 柏 市

新 潟 営 業 所 新 潟 県 新 潟 市

郡 山 営 業 所 福 島 県 郡 山 市

岐 阜 営 業 所 岐 阜 県 岐 阜 市

静 岡 営 業 所 静 岡 県 静 岡 市

神 戸 営 業 所 兵 庫 県 明 石 市

広 島 営 業 所 広 島 県 広 島 市

物 流 セ ン タ ー 茨 城 物 流 セ ン タ ー 茨 城 県 坂 東 市

新 潟 物 流 セ ン タ ー 新 潟 県 北 蒲 原 郡

石 狩 物 流 セ ン タ ー 北 海 道 石 狩 市

仙 台 物 流 セ ン タ ー 宮 城 県 黒 川 郡

流 山 物 流 セ ン タ ー 千 葉 県 流 山 市

小 牧 物 流 セ ン タ ー 愛 知 県 小 牧 市

京 都 物 流 セ ン タ ー 京 都 府 京 田 辺 市

岡 山 物 流 セ ン タ ー 岡 山 県 小 田 郡

広 島 物 流 セ ン タ ー 広 島 県 廿 日 市 市

久 留 米 物 流 セ ン タ ー 福 岡 県 八 女 郡

－ 6 －

主要な営業所及び工場
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(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

930（384）名 96名増（75名増）

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

871（379）名 94名増（77名増） 43.7歳 8.8年

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 千 葉 銀 行 2,519百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,817百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,776百万円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,485百万円

（注）１．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で商号を株式会社三菱ＵＦＪ銀

行に変更いたしました。

２．三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は、法人貸出業務を平成30年４月16日付で株式会社三菱

ＵＦＪ銀行に集約しております。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．株式の状況（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 30,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,678,400株（うち自己株式565,448株）

(3) 株主数 1,508名

(4) 大株主（上位10名）

株　　　　　主　　　　　名 持 株 数 持 株 比 率

㈲ 和 幸 興 産 5,616千株 50.5％

長 妻 貴 嗣 1,657千株 14.9％

長 妻 和 男 324千株 2.9％

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 ㈱ （ 信 託 口 ）

279千株 2.5％

三 協 フ ロ ン テ ア 従 業 員 持 株 会 152千株 1.4％

資 産 管 理 サ ー ビ ス
信託銀行㈱（証券投資信託口）

116千株 1.0％

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 100千株 0.9％

㈱ 千 葉 銀 行 97千株 0.9％

長 妻 幸 枝 90千株 0.8％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 81千株 0.7％

（注）１．当社は、自己株式を565,448株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．当社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、当社の新株予約権等に関する事項
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 長 妻 貴 嗣
㈲和幸興産取締役
フロンテア流通㈱取締役

常 務 取 締 役 端 山 秀 人 管理本部長

取 締 役 執 行 役 員 三 戸 茂 夫 営業推進本部長

取 締 役 執 行 役 員 藤 田 　 剛 経営管理部長

取 締 役 執 行 役 員 小 嶋 俊 一 関東物流部長

常 勤 監 査 役 村 井 康 之

監 査 役 上 田 俊 郎

監 査 役 山 﨑 直 人 公認会計士・税理士山﨑直人事務所所長

監 査 役 石 黒 　 博

（注）１．監査役山﨑直人氏及び石黒博氏は、社外監査役であります。

２．監査役山﨑直人氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

３．当社は、監査役山﨑直人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　　　名 退 任 日 退 任 事 由
退任時の地位・及び重
要 な 兼 職 の 状 況

重 田 龍 男 平 成 2 9 年 6 月 2 3 日 辞任 社外監査役

－ 9 －

会社役員の状況
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 支 給 額 摘　　　　　　　要

取 締 役 5名 92百万円

取締役の報酬限度額は年額300百万円以
内（ただし、使用人分給与は含まない）
であります。（平成５年６月29日開催の
第24回定時株主総会で決議）

監 査 役
（うち社外監査役）

5
(3)

13
(3)

監査役の報酬限度額は年額20百万円以内
であります。（平成元年12月25日開催の
第20回定時株主総会で決議）

合 計 10 105

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記報酬等の額には第49回定時株主総会において決議予定の役員賞与16百万円（取締

役15百万円、監査役1百万円）を含めております。

(4) 社外役員等に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役山﨑直人氏は、公認会計士・税理士山﨑直人事務所の所長を兼務

しております。なお、当社は公認会計士・税理士山﨑直人事務所との間

には特別な関係はありません。

・監査役石黒博氏との間には特別な関係はありません。

－ 10 －

会社役員の状況



2018/05/24 16:24:18 / 17368431_三協フロンテア株式会社_招集通知

②　当事業年度における主な活動状況

ａ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（13回開催） 監査役会（10回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 山 﨑 直 人 5回 38％ 10回 100％

監 査 役 石 黒 　 博 4回 31％ 8回 80％

ｂ．取締役会及び監査役会における発言の状況

・監査役山﨑直人氏は、公認会計士としての専門的な見地から、当社の

内部監査について適宜、必要な発言を行っております。

・監査役石黒博氏は、行政に携わった豊富な経験から、適宜、必要な発

言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外監査役である山﨑直

人及び石黒博の両氏とも法令が定める額としております。

④　社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は、重要な経営判断を伴う業務執行については、取締役会にて、

その真摯な議論を通じて審議し決定することが適切であると判断してお

ります。

かかる経営体制の下では、各取締役が当社における現場の実態に精通

しているか、またはそれに代替する程度の深い業界知識・経験を有して

いるのでなければ、刻々と移り変わる事業環境に対応した、迅速かつ的

確な意思決定は実現しえないものと考えております。

このような認識のもと、条件を満たす適切な社外取締役候補者の選定

を行ってまいりましたが、現在に至るまで条件に合致する人物を見出す

ことができていないため、社外取締役を選任しておりません。今後も、

鋭意、適切な人物の確保に努めてまいります。

－ 11 －
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

35百万円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合

計額

35百万円

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対す

る報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、

上記の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

      2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当する

と認められる場合、その解任の是非について十分審議を行ったうえ、監査役

全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が

選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会におきまして、会計監

査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

また、監査役会は、会計監査人が適格性、独立性を害する事由の発生によ

り、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合には、株主総会に提出

する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

取締役会は、監査役会の当該決定に基づき、会計監査人の解任または不再

任にかかる議案を株主総会に提出いたします。

－ 12 －
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６．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

当社グループは、コンプライアンスの強化を経営の基本方針としてお

り、事業上でのリスクの明確化・対応方法の検討・チェック体制の強化・

問題が発生した場合の早期是正を図ることでこれに取り組んでおり、使

用人全員への周知徹底を図っております。

また、取締役・使用人による職務の執行が法令・定款及び社内規程に

違反することなく適切に行われているかをチェックするため、内部監査

室を設置し、業務監査を実施しております。

（２）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、原則毎月１回取締役会を開催し、また臨時取締役会を必要に

応じて随時開催しており、取締役会規則に定めた重要事項の決定と取締

役の職務執行状況の監督を行っております。また、執行役員制度の導入

を行い、経営と業務職務を明確に区分しております。

（３）取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に対する体制

取締役の職務の執行に係わる文書・情報については、法令・定款及び

社内規程に基づき保存及び管理を行っており、取締役及び監査役の要求

があるときは、これを随時閲覧に供することとしております。

（４）損失の危険の管理に関する規則その他の体制

企業活動に伴う様々なリスクに適切に対応すべく、担当役員及び内部

監査室が中心となり、リスク管理規程に従い、社内横断的なリスクの予

防・管理を実施しています。また、法律事務所と顧問契約を締結し、必

要に応じて指導・助言等を受けております。

－ 13 －
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（５）当該株式会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における

業務の適正を確保するための体制

当社及び当社グループは、企業集団としての業務の適正を確保するた

め、適時会議を持ち、企業集団としての経営について協議する他、子会

社が親会社の経営方針に沿って適正に運営されていることを確認する体

制をとっております。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

現在は職務を補助する使用人は置いておりませんが、監査役の必要に

応じて職務を補助するための使用人を置くこととし、その人事について

は取締役と監査役が意見交換を行い決定するものとします。

（７）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

必要に応じて監査役に使用人を置く場合、当該使用人は業務執行上の

指揮命令系統には属さず、監査役の指示命令に従うものとし、人事評価

等については監査役会の同意を得て取締役が決定するものとします。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

常勤監査役は、定時取締役会及び必要に応じ随時開催される臨時取締

役会、その他の重要な意思決定会議に出席し、取締役及び使用人から、

重要事項の報告を受けるものとしております。

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

常勤監査役は、取締役及び使用人から重要事項につき常時報告を受け、

必要とする質問と調査を依頼することができます。また、常勤監査役１

名は非常勤監査役１名及び社外監査役２名と監査役会を構成し、原則毎

月１回監査役会を開催し重要事項を審議することとしております。

（10）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記の業務の適正を確保するため、内部統制システムの整備、

運用及び評価を行う指針として「内部統制基本方針」を制定し、その指

針に基づき内部統制システムの整備状況及び運用状況を評価し、適宜、

必要な是正を実施しております。

－ 14 －
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題として位置付けてお

り、長期的な観点から安定的な配当の継続を図ることを重視しております。ま

た、コスト競争力の強化を図るための投資及び財務体質強化のため、内部留保

を充実することを基本の考えとしております。

この方針のもと、配当につきましては中期的に目標配当性向35％を目安とし

て利益還元を実施していく方針であります。

当連結会計年度の期末配当金につきましては、１株当たり50円とし、平成30

年６月22日を支払開始日とさせていただきました。すでに、平成29年12月６日

に実施済みの中間配当金１株当たり20円とあわせまして、年間配当金は１株当

たり70円となります。なお、当社は平成29年10月１日付で普通株式２株につき

１株の割合で株式併合を行っており、株式併合後の基準で換算した１株当たり

の配当金は、中間配当金が１株当たり40円、年間配当金が１株当たり90円とな

ります。

８．会社の支配に関する基本方針

当社では、法令及び社会規範の順守を前提として、①効率的な資産運用及び

利益重視の経営による業績の向上ならびに積極的な利益還元、②経営の透明性

確保、③顧客をはじめあらゆるステークホルダーから信頼される経営体制の構

築を推進し、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を目指しており、

この方針を支持するものが「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」

であることが望ましいと考えております。

また、上記の方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した場合

には、当該表明者や東京証券取引所その他の第三者（独立社外者）とも協議の

うえ、上記の方針に沿い、株主の共同の利益を損なわず、役員の地位の維持を

目的とするものでないという、３項目の要件を充足する必要かつ妥当な措置を

講じるものとします。

－ 15 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

営 業 未 収 入 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

レ ン タ ル 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,763

4,964

503

851

4,176

2,269

17

869

539

1,181

243

443

△27

41,866

39,986

22,761

5,100

450

9,592

1,811

193

75

268

1,611

60

252

572

730

△3

（負　債　の　部）

流 動 負 債 21,284

支 払 手 形 477

電 子 記 録 債 務 6,500

買 掛 金 1,372

短 期 借 入 金 6,325

リ ー ス 債 務 752

未 払 金 80

未 払 費 用 2,171

未 払 法 人 税 等 1,182

賞 与 引 当 金 452

役 員 賞 与 引 当 金 20

そ の 他 1,948

固 定 負 債 6,711

長 期 借 入 金 4,400

リ ー ス 債 務 686

役員退職慰労引当金 105

環 境 対 策 引 当 金 10

退職給付に係る負債 1,042

資 産 除 去 債 務 464

そ の 他 0

負 債 合 計 27,996

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 29,595

資 本 金 1,545

資 本 剰 余 金 2,776

利 益 剰 余 金 25,588

自 己 株 式 △314

その他の包括利益累計額 37

その他有価証券評価差額金 11

為替換算調整勘定 68

退職給付に係る調整累計額 △41

純 資 産 合 計 29,633

資 産 合 計 57,629 負 債 ・ 純 資 産 合 計 57,629

－ 16 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 39,065

売 上 原 価 23,518

売 上 総 利 益 15,546

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,216

営 業 利 益 5,330

営 業 外 収 益

ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 35

受 取 保 険 金 6

そ の 他 40 81

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56

支 払 手 数 料 18

そ の 他 19 93

経 常 利 益 5,318

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4 4

特 別 損 失

固 定 資 産 売 除 却 損 49

会 員 権 評 価 損 2 51

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,271

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,970

法 人 税 等 調 整 額 △60 1,910

当 期 純 利 益 3,361

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,361

－ 17 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日　残高 1,545 2,776 23,115 △314 27,123

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △444 △444

剰 余 金 の 配 当 （ 中 間 配 当 ） △444 △444

親会社株主に帰属する当期純利益 3,361 3,361

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,472 △0 2,471

平成30年３月31日　残高 1,545 2,776 25,588 △314 29,595

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平成29年４月１日　残高 7 57 △66 △2 27,121

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △444

剰 余 金 の 配 当 （ 中 間 配 当 ） △444

親会社株主に帰属する当期純利益 3,361

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

3 11 25 40 40

連結会計年度中の変動額合計 3 11 25 40 2,511

平成30年３月31日　残高 11 68 △41 37 29,633

－ 18 －
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連結注記表

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(１) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　２社

主要な連結子会社の名称　　フロンテア流通株式会社

　　　　　　　　　　　　　広州番禺三協豪施有限公司

②主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

SANKYO FRONTIER MYANMAR CO.,LTD.

SANKYO FRONTIER MALAYSIA SDN.BHD.

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

(２) 持分法の適用に関する事項

①持分法適用の非連結子会社数

該当事項はありません。

②持分法を適用しない非連結子会社（SANKYO FRONTIER MYANMAR CO.,LTD.、SANKYO 

FRONTIER MALAYSIA SDN.BHD.）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

(３) 連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社である広州番禺三協豪施有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

－ 19 －
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３．会計方針に関する事項

(１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ. 製品・商品・原材料・仕掛品・貯蔵品

標準仕様品　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

特殊仕様品　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。

ロ. 販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）を採用しております。

(２) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社は、定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得したレンタル資産（機械及び装置・工具器具及び

備品を除く）及び建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

さらに、少額減価償却資産（取得価額10万円以上20万円未満）については、有形固定資

産に計上し、連結会計年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法を採用しております。

在外連結子会社は定額法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利用可能期間（５年）

による定額法を採用しております。

在外連結子会社の土地使用権については、土地使用契約期間に基づき毎期均等償却して

おります。

－ 20 －
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③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(３) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上して

おります。

③　役員賞与引当金

役員賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づき当連結会計年度末

における要支給額を計上しております。

⑤　環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ廃

棄物の処理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。

(４) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

－ 21 －
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(５) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産、負債、収益及び費用は、決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。

②　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

なお、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形」に含め

ていた「電子記録債権」は443百万円であります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(１) 有形固定資産の減価償却累計額 29,727百万円

(２) 手形債権流動化に伴う買戻し義務 588百万円

(３) 保証債務

関係会社の銀行借入に対し保証を行っております。

SANKYO FRONTIER MYANMAR CO.,LTD. 69百万円

－ 22 －
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 23,356千株 －千株 11,678千株 11,678千株

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。これ

により、発行済株式総数は11,678千株減少し、11,678千株となっております。

(２) 配当に関する事項

①　配当支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成29年５月12日
取 締 役 会

普 通 株 式 444 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日

平成29年11月６日
取 締 役 会

普 通 株 式 444 20.00 平成29年９月30日 平成29年12月６日

（注）平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１

株当たり配当額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成30年５月15日開催取締役会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 555百万円

・１株当たり配当額 50.00円

・基準日 平成30年３月31日

・効力発生日 平成30年６月22日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

－ 23 －
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６．金融商品に関する注記

(１) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達する方針です。

受取手形、電子記録債権、営業未収入金及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていま

す。当該リスクに関しては、与信管理マニュアルに従い、営業拠点が取引先ごとに期日及び

残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的

に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務のうち、短期借入金の使途は運転

資金であり、長期借入金及びリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。

また、支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金及び未払費用や借入金は、流動性リスク

に晒されていますが、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成するな

どの方法により管理しております。

(２) 金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

①現金及び預金 4,694 4,694 －

②受取手形、電子記録債権、
営業未収入金及び売掛金

7,801

　　貸倒引当金（*） △21

7,779 7,779 －

③投資有価証券 40 40 －

資産計 12,513 12,513 －

①支払手形、電子記録債務、買
掛金、未払金及び未払費用

10,602 10,602 －

②短期借入金 900 900 －

③長期借入金 9,826 9,833 △7

④リース債務 1,439 1,451 △12

負債計 22,767 22,787 △19

（*）受取手形、営業未収入金及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

－ 24 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

①現金及び預金、②受取手形、電子記録債権、営業未収入金及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

③投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上

額と取得価額との差額は以下のとおりです。

種類
取得価額
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えるもの

株式 24 40 16

連結貸借対照表計上額が
取得価額を超えないもの

株式 － － －

合計 24 40 16

負債

①支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金及び未払費用、②短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

③長期借入金（一年内返済予定分を含む）、④リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又は、リース取引を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額20百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「③投資有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,666円56銭

１株当たり当期純利益 302円46銭

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っており

ます。当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額

及び１株当たり当期純利益を算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 25 －
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
営 業 未 収 入 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
レ ン タ ル 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

15,017
4,205
503
851

4,135
2,209

17
852
458

1,175
2

219
230
156
25

△27
41,902
39,852
22,718
3,811
1,228
433
7
75

9,592
1,791
191
206
63
52
52
37

1,843
60
302
236
3

523
407
314
△3

（負　債　の　部）
流 動 負 債 21,200

支 払 手 形 477

電 子 記 録 債 務 6,500

買 掛 金 1,385

短 期 借 入 金 6,319

リ ー ス 債 務 748

未 払 金 80

未 払 費 用 2,138

未 払 法 人 税 等 1,149

未 払 消 費 税 等 170

前 受 金 1,676

預 り 金 70

賞 与 引 当 金 448

役 員 賞 与 引 当 金 16

設 備 関 係 支 払 手 形 17

固 定 負 債 6,564

長 期 借 入 金 4,400

リ ー ス 債 務 671

退 職 給 付 引 当 金 959

役員退職慰労引当金 72

環 境 対 策 引 当 金 10

資 産 除 去 債 務 450
預 り 保 証 金 0

負 債 合 計 27,765

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 29,144

資 本 金 1,545

資 本 剰 余 金 2,776

資 本 準 備 金 2,698

そ の 他 資 本 剰 余 金 78

利 益 剰 余 金 25,136

利 益 準 備 金 177

そ の 他 利 益 剰 余 金 24,958

固定資産圧縮積立金 129

別 途 積 立 金 12,044

繰 越 利 益 剰 余 金 12,785

自 己 株 式 △314

評価・換算差額等 11
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 11

純 資 産 合 計 29,155

資 産 合 計 56,920 負 債 純 資 産 合 計 56,920

－ 26 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 38,516

売 上 原 価 23,317

売 上 総 利 益 15,199

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,013

営 業 利 益 5,185

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 34

受 取 保 険 金 6

そ の 他 34 77

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56

支 払 手 数 料 18

そ の 他 17 92

経 常 利 益 5,170

特 別 損 失

固 定 資 産 売 除 却 損 49

会 員 権 評 価 損 2 51

税 引 前 当 期 純 利 益 5,118

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,911

法 人 税 等 調 整 額 △69 1,842

当 期 純 利 益 3,276

－ 27 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成29年４月１日　残高 1,545 2,698 78 2,776 177 140 12,044 10,386 22,748 △314 26,756

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積
立 金 の 取 崩 し

△10 10 － －

剰余金の配当 △444 △444 △444

剰余金の配当
( 中 間 配 当 )

△444 △444 △444

当 期 純 利 益 3,276 3,276 3,276

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － － △10 － 2,398 2,387 △0 2,387

平成30年３月31日　残高 1,545 2,698 78 2,776 177 129 12,044 12,785 25,136 △314 29,144

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成29年４月１日　残高 7 7 26,764

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積
立 金 の 取 崩 し

－

剰余金の配当 △444

剰余金の配当
( 中 間 配 当 )

△444

当 期 純 利 益 3,276

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

3 3 3

事業年度中の変動額合計 3 3 2,391

平成30年３月31日　残高 11 11 29,155

－ 28 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ. 製品・商品・原材料・仕掛品・貯蔵品

標準仕様品　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

特殊仕様品　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用しております。

ロ. 販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）を採用しております。

(２) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得したレンタル資産（機械及び装置・工具器具及び

備品を除く）及び建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

さらに、少額減価償却資産（取得価額10万円以上20万円未満）については、有形固定資

産に計上し、事業年度ごとに一括して３年間で均等償却する方法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

レンタル資産　　　　３年～27年

建物　　　　　　　　２年～44年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利用可能期間（５年）

による定額法を採用しております。

－ 29 －

個別注記表
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③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(３) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しており

ます。

③　役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。

(a)　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

(b)　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づき当事業年度末にお

ける要支給額を計上しております。

⑥　環境対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によるＰＣＢ廃

棄物の処理支出に備えるため、処理見積額を計上しております。

－ 30 －
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(４) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

(５) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理方法は、連結計算書類に

おける会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）

　（貸借対照表関係）

前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、

金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

なお、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電

子記録債権」は443百万円であります。

３．貸借対照表に関する注記

(１）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　29,415百万円

(２）手形債権流動化に伴う買戻し義務　　　　　　　　　　　 588百万円

(３）保証債務

関係会社の銀行借入に対し保証を行っております。

　SANKYO FRONTIER MYANMAR CO.,LTD. 69百万円

(４）関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 70百万円

長期金銭債権 1百万円

短期金銭債務 32百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高は次のとおりであります。

営業取引高 1,048百万円

－ 31 －
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普　通　株　式 1,130千株 0千株 565千株 565千株
 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、株式併合に伴う端数株式の買取りによ

る増加０千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

　　　２．平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。

これにより、自己株式数は565千株減少し、565千株となっております。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金損金算入限度超過額 9百万円

賞与引当金繰入否認額 136百万円

未払事業税等否認額 55百万円

退職給付引当金繰入否認額 292百万円

役員退職慰労引当金繰入否認額 22百万円

土地評価否認額 58百万円

減価償却費限度超過額 105百万円

資産除去債務 137百万円

ゴルフ会員権等評価否認額 37百万円

その他 35百万円

繰延税金資産合計 890百万円

（繰延税金負債）

収用に係る固定資産圧縮損 △0百万円

国庫補助金等に係る固定資産圧縮損

資産除去債務に対応する除去費用

△55百万円

△74百万円

その他有価証券評価差額金 △4百万円

繰延税金負債合計 △136百万円

繰延税金資産の純額 753百万円

－ 32 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

（1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

議決権等の所有（被
所有）割合（％）

関連当事者と
の関係

取引内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社及
び法人主
要株主

㈲和幸興産

被所有
　直接

50.56％

当社福利厚生
施設の賃借

当社役員の
兼任１人

社員寮等
の賃借

（注）1

31 前払費用 1

－ 差入保証金 1

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

福利厚生施設の建物の賃借につきましては、近隣相場を参考にして賃料を設定して

おります。

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

（2)役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

属性
会社等の
名称

議決権等の所有（被
所有）割合（％）

関連当事者と
の関係

取引内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員の近
親者
（注）2

長妻 和男

被所有
　直接

2.9％

前当社取締役
報酬の支払

（注）3
16 － －

（注）１．上記取引金額に消費税等は含まれておりません。

２．長妻和男氏は、当社代表取締役社長長妻貴嗣の実父であります。

３．取引条件ないし取引条件の決定方針等

報酬額は、創業者としての見地から、経営全般に関する相談・助言等に対する対価

として協議の上、決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,623円53銭

１株当たり当期純利益 294円87銭

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っており

ます。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１

株当たり当期純利益を算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 33 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月18日

三協フロンテア株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 岸 　 聡 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 祐 暢 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三協フロンテア株式
会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

－ 34 －

連結会計監査報告
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監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、三協フロンテア株式会社及び連結子
会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上

－ 35 －

連結会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月18日

三協フロンテア株式会社
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 岸 　 聡 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 祐 暢 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三協フロンテ
ア株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第49期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。

－ 36 －
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当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上

－ 37 －

会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第49期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

(2) 監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、常勤監査役が重要な子会
社の監査役を兼務しており、重要な子会社の取締役会に出席する他その
子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受け、また、その主要事業所に赴き、業
務、財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針
及び同号ロの取組み並びに会社法施行規則第118条第５号イの留意した
事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審
議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

－ 38 －

監査役会の監査報告書
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をする
に当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社
の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由につ
いて、指摘すべき事項は認められません。また、会社の財務及び事業の
方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

平成30年５月24日

三協フロンテア株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 村 井 康 之 
監 査 役 上 田 俊 郎 
社 外 監 査 役 山 﨑 直 人 
社 外 監 査 役 石 黒 　 博 

以　上

－ 39 －
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

当社事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、今後の事業内

容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまして、事業目

的を追加及び削除するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりです。
（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）

第２条　当会社は下記の事業を営むこ

とを目的とする。

（目的）

第２条　　（現行通り）

１．～８．（条文省略）

９．土質改良プラントによる泥土の加

工と土質改良プラントの製造、販

売並びにレンタル

10．産業廃棄物中間処理業及びリサイ

クル関連機械の製造、販売並びに

レンタル

11．～15．（条文省略）

16．再生砕石の製造、販売、砂利及び

コンクリート用材料の販売

17．～29．（条文省略）

　　　　　（新　　設）

30．前各号に附帯する一切の業務

１．～８．（現行通り）

　　　　　（削　　除）

　　　　　（削　　除）

９．～13．（各２項繰り上げて条文の

内容は現行どおり）

　　　　　（削　　除）

14．～26．（各３項繰り上げて条文の

内容は現行どおり）

27．コインランドリーの経営

28．前各号に附帯する一切の業務

－ 40 －

定款一部変更議案
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第２号議案　取締役６名選任の件

取締役（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、経営体制強化のため１名増員し、取締役６名の選任をお願いするも

のであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
なが

長
つま

妻
たか

貴
つぐ

嗣
(昭和40年５月21日)

平成６年１月　当社入社

平成６年７月　経営企画部長

平成７年６月　取締役経営企画部長

平成８年６月　専務取締役経営企画部長

平成13年６月　代表取締役専務営業推進本部長

平成14年６月　代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

㈲和幸興産取締役

フロンテア流通㈱取締役

1,657,268株

２
は

端
やま

山
ひで

秀
と

人
(昭和40年３月22日)

平成３年１月　当社入社

平成11年４月　経営企画部長

平成12年６月　執行役員経営企画部長

平成16年６月　取締役経営管理部長

平成16年８月　取締役執行役員人事部長

平成17年３月　取締役執行役員管理本部長

平成18年６月　常務取締役管理本部長(現任)

2,000株

３
み

三
と

戸
しげ

茂
お

夫
(昭和38年３月25日)

昭和61年４月　当社入社

平成12年２月　千葉支店長

平成15年４月　さいたま支店長

平成16年６月　執行役員東京支店長

平成17年６月　取締役執行役員東京ブロック

長兼東京支店長

平成19年６月　取締役執行役員関東ブロック

長兼東京支店長

平成20年５月　取締役執行役員関東ブロック

長兼東京ブロック長

平成22年５月　取締役執行役員東京ブロック長

平成24年５月　取締役執行役員営業推進本部長

平成30年４月　取締役営業推進本部長（現任）

1,000株

－ 41 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

４
ふじ

藤
た

田
 

　
たけし

剛
(昭和41年４月９日)

平成９年２月　当社入社

平成９年５月　情報システム部長

平成20年６月　執行役員情報システム部長

平成23年11月　執行役員生産本部生産管理部長

平成24年４月　執行役員生産物流本部副本部長

平成26年６月　取締役執行役員生産物流管理部長

平成27年５月　取締役執行役員経営管理部長

平成30年４月　取締役経営管理部長(現任)

3,500株

５
こ

小
じま

嶋
しゅん

俊
いち

一
(昭和34年５月１日)

昭和59年４月　当社入社

平成14年５月　久留米物流センター長

平成16年12月　岩井工場長

平成17年７月　岩井物流センター長

平成19年６月　執行役員調達統括本部長

平成20年６月　取締役執行役員生産物流本部長

平成26年４月　取締役執行役員物流本部長

平成27年５月　取締役執行役員関東物流部長

平成30年４月　取締役東日本物流部長(現任)

1,000株

６
あん

安
ざい

齋
みつ

光
はる

晴
(昭和55年９月12日)

平成15年４月　当社入社

平成24年６月　執行役員技術本部ハウス開発部長

平成25年５月　執行役員技術本部ハウス技術部長

平成27年５月　執行役員技術第一部長(現任)

－

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．社外取締役を置くことが相当でない理由については「事業報告　４．会社役員の状況

（3）社外役員等に関する事項」に記載しております。

－ 42 －

取締役選任議案
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第３号議案　役員賞与支給の件

当事業年度末時点での取締役５名および監査役１名に対し、当事業年度の

功労に報いるため、業績等を勘案して、役員賞与総額1,600万円（取締役分

1,500万円、監査役分100万円）を支給したいと存じます。

以　上

－ 43 －

役員賞与支給議案
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株主総会会場ご案内図

会場／千葉県柏市末広町14－1

ザ・クレストホテル柏　４階　クレストルーム　ウエスト

電話　04-7146-1111

髙
島
屋

至 千葉

至 取手
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２丁目

交通…ＪＲ常磐線、東京メトロ千代田線、東武野田線（アーバンパークライン)

「柏駅」西口より徒歩２分

（お願い）駅前周辺道路が大変混雑いたしますので、お車をひかえ、電車、バスのご利用をおす

すめいたします。

地図




